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Ⅱ 財務諸表の解説 

 

１ はじめに 

これまでの地方公共団体の公会計は、基本的には現金の流れに中心を置いた単式簿記

（現金主義）で行われていました。単式簿記は、家計簿や町内会の会計簿など私たちの身

近なところでもよく目にする会計処理であり、非常に分かりやすく適正な出納管理を行う

ことができます。 

しかし、資産や負債というストックに関する情報が不足することや、現金支出を伴わな

い費用を把握することができないなどの欠点があり、それらを補完することができる複式

簿記（発生主義）による新たな財務書類の整備が全国的に進められ、本市についても平成

20年度決算から本格的に取り組んでいます。 

この財務諸表は、昨年同様、民間企業における財務書類に準じて地方公共団体の財務状

況を表すものとして総務省が示した作成手順によるものであり、資産と負債の状況や減価

償却費等の単式簿記の公会計では表されない費用等を明確にしています。これまでの歳入

歳出決算の状況に加えてこの財務諸表をご覧いただくことにより、市民の皆様に本市の財

政状況をより深くご理解いただければ幸いです。 

 

２ 財務諸表整備の目的 

地方分権の進展に伴い、これまで以上に自由でかつ責任ある地域経営が地方公共団体に

求められており、そうした経営を進めていくためには、内部管理強化と外部へのわかりや

すい財務情報の開示が不可欠とされています。 

財務諸表から得られる情報を資産・債務管理や費用管理等に有効に活用することによっ

て、財政運営に関するマネジメント力を高め、財政の効率化・適正化を図るとともに、市

民の皆様により多くの情報を提供することによって、市政運営に対する信頼を向上させる

ことを目的としています。 

 

３ 作成方法 

複式簿記（発生主義）による財務諸表の導入に当たり、「基準モデル」と「総務省方式

改訂モデル」の２つモデルが総務省より示されています。 

「基準モデル」は、民間企業会計の考え方と会計実務を基に、原則として個々の取引情

報を発生主義によりその都度、複式記帳して作成することを前提としたものであり、固定
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資産評価は、全ての資産を公正価値により時価評価しています。一方、「総務省方式改訂

モデル」は、全国統一の決算調査である地方財政状況調査（決算統計）の決算数値の累計

等を用いて財務諸表を作成するものであり、固定資産評価は、段階的に時価評価を行って

いくことが認められています。 

本市では、費用や事務負担を検討し、「総務省方式改訂モデル」により財務諸表を作成

しました。なお、資産評価については売却可能資産のみを時価評価しています。 

 

４ 財務諸表の解説 

財務諸表は、次に記載する４表で構成され、それぞれの表が連動してその団体の財務状

況を表します。また、普通会計（主に一般会計を全国統一の区分に置き換えた統計上の会

計）の財務諸表とともに、普通会計に特別会計や企業会計、一部事務組合などを連結した

財務書類を作成しています。これは、民間企業でグループ企業を連結した決算書類を作成

するのと同じ考えです。 

 

 

 

 

 

１）貸借対照表 

市が今まで整備してきた道路や公園、学校などの住民サービスを提供するために保有

している財産の価値のほか、市債（市の借金）の残高や将来支払わなければならない退

職金の額など、ある一定の時点における資産・負債・純資産の状態を表すための財務書

類です。資産合計と負債・純資産合計が一致することからバランスシートと呼ばれてい

ます。 

２）行政コスト計算書 

地方公共団体の行政活動は、将来世代も利用できる資産の形成につながる行政サービ

スだけでなく、人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない行政サービ

スがあります。また、従来の会計処理では表すことが困難であった資産の減価償却費や

市税の回収不能見込額なども行政コストとして捉える必要があります。これら経常的な

行政運営に係る経費とその財源の状況を明らかにするための財務書類で、民間企業でい

連結対象の会計：①水道事業、市立病院事業の２事業会計、②国民健康保険事業勘定、後期高齢者

医療費、介護保険事業勘定、と畜場及び食肉市場費、青果物地方卸売市場費、下水道事業費、農業

集落排水事業費の７特別会計、③置賜広域行政事務組合、山形県後期高齢者医療広域連合、山形県

消防補償等組合の３一部事務組合等、④米沢市土地開発公社、米沢上杉文化振興財団の２地方公社

等の合計１４会計等 
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う損益計算書に相当するものです。 

３）純資産変動計算書 

貸借対照表の純資産の部に計上されている数値が、１会計年度の間でどのような要因

により変動したかを表す財務書類です。純資産を構成する一般財源等の変動のほか、公

共資産の財源となっている国県補助金等の増減についても把握することができます。 

４）資金収支計算書 

地方公共団体の公会計は、単式簿記（現金主義）で処理し、歳入歳出決算書を作成す

ることで資金収支の増減を把握しています。その歳入歳出決算書の考え方を基本として、

歳入と歳出を経常的収支の部・公共資産整備収支の部・投資・財務的収支の部に区分し

て表示することにより、それぞれの活動区分における資金収支を把握するための財務書

類です。 

 

○ 財務４表の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸借対照表 

資産の部 
１ 公共資産 

(1)・・・・ 

・・・・・・・ 

２ 投資等 

(1)・・・・ 

・・・・・・・ 

３ 流動資産 

(1)現金預金 

③歳計現金 

(2)・・・・ 

負債の部 
１ 固定負債 

(1)・・・・ 

・・・・・・・ 

２ 流動負債 

(1)・・・・ 

・・・・・・・ 

純資産の部 
１ 公共資産等整備 

  国県補助金等 

２ ・・・・・ 

・・・・・・・ 

 

行政コスト計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金収支計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純資産変動計算書 

 

 経常行政コスト 
１(1)人件費 

１(2)・・・・ 

・・・・・・・ 

 

－ 経常収益 
１ 使用料・手数料 

２ ・・・・・ 

・・・・・・・ 

 

＝ 純経常行政コスト 
 

  期首 純資産残高 

 

－ 純経常行政コスト 

 

＋ 一般財源 

＋ 補助金等受入 

± ・・・・・・ 

 

＝ 期末 純資産残高 

  期首 歳計現金残高 

 

± 当年度増減 

 １ 経常的収支 

 ２ 公共資産整備収支 

 ３ 投資・財務的収支 

 

＝ 期末 歳計現金残高 

 

 



貸借対照表のポイント 

 

 

 

資 産 負 債 

純資産 

 

行政サービスを提供する

ために使用している財産や、

今後使用すると見込まれる

財産 

例：公園や道路、教育施設な 

 ど 

 将来の資金流入をもたら

すもの 

例：売却可能資産や貸付金、 

 未収の税金など 

 将来の世代が負担

するもの 

例：地方債や将来支払 

 わなければならな 

 い退職金など 

 これまでの世代が負担し

てきたもの 

例：これまでの世代が納めた 

税金や国県支出金など 

財   産 財   源 

12  
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ここからは、財務４表を見ながらその項目の解説などを行っていきます。なお、普

通会計と連結会計では表の区分が異なる箇所がありますので、普通会計の項目を中心

に解説していきます。 

○貸借対照表の概要 

[資産の部] 普通会計 111,347百万円（連結会計 176,604百万円） 

資産の部は、会計年度を超えて行政サービスの資源として用いられると見込まれる

ものをいい、「公共資産」、「投資等」及び「流動資産」に分類されます。 

１ 公共資産 普通会計 102,823百万円（連結会計 158,870百万円） 

公共資産は、「有形固定資産」及び「売却可能資産」に分類されます。 

（１）有形固定資産 普通会計 102,605百万円（連結会計 158,652百万円） 

本市が現在まで整備してきた道路や公園、学校等の施設の現在価値を行政目的

別に区分して表しています。現在価値については、昭和 44年度から現在までの地

方財政状況調査（以下「決算統計」という。）における普通建設事業費の累計を基

に、施設の耐用年数に応じた減価償却を行い算出します。 

普通会計の行政目的別の割合を見ると、道路や公園などの生活インフラ・国土

保全に係る資産が 54,527 百万円（53.1％）、教育に係る資産が 37,995 百万円

（37.0％）と、この２つで約 90％を占めています。連結会計で普通会計以外の主

な内訳は、下水道事業費特別会計が 35,098百万円、水道事業会計が 9,899百万円

となっています。 

（２）売却可能資産 普通会計 218百万円（連結会計 218百万円） 

遊休資産や未利用資産など、現在行政サービスのために使用されていない財産

のうち売却が可能と考えられる資産の額を表します。額の算定に当たっては、対

象資産の近隣の固定資産税評価額等を参考にした時価評価を行っています。 

（３）無形固定資産 普通会計なし（連結会計 1百万円） 

無形固定資産の 1 百万円は、水道事業会計における電話加入権等の額を計上し

ています。 

２ 投資等 普通会計 5,411百万円（連結会計 6,905百万円） 

投資等は、「投資及び出資金」、「貸付金」、「基金等」、「長期延滞債権」及び「回収

不能見込額」に分類されます。 

（１）投資及び出資金 普通会計 2,127百万円（連結会計 1,620百万円） 
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公営企業会計や公社、第三セクター等に対する出資金や出えん金の額を表しま

す。投資及び出資金の主なものは、市立病院事業会計に対する額が 9,467百万円、

水道事業会計に対する額が 565 百万円、置賜広域ふるさと市町村圏基金に対する

額が 148百万円などとなっています。 

また、連結対象となる公営企業会計や公社などのうち財政状況が一定以上悪化

している場合は、その損失が見込まれる額を引当金として控除することになって

おり、市立病院に対する投資損失引当金を 8,776百万円計上しています。 

連結会計では、市立病院事業会計への出資金などが相殺されますので、普通会

計よりも額が少なくなります。 

（２）貸付金 普通会計 27百万円（連結会計 36百万円） 

会計年度を越える貸付金の額を表しており、本市の普通会計では、地域総合整

備資金貸付金（ふるさと融資）の貸付残高を計上しています。 

（３）基金等 普通会計 2,795百万円（連結会計 4,300百万円） 

流動性が高い財政調整基金や減債基金とともに国民健康保険給付基金などの特

別会計に属する基金を除いた基金の現在高を表します。これらは将来に対する備

えであり、一般家庭における貯金にあたります。普通会計の基金等の主なものは、

財政調整基金が 1,122 百万円、市基金が 407 百万円、市庁舎整備基金が 304 百万

円などとなっています。連結会計では、置賜広域行政事務組合 1,180 百万円、米

沢上杉文化振興財団 186百万円などが加わります。 

（４）長期延滞債権 普通会計 608百万円（連結会計 1,513百万円） 

市税や使用料などの未納付分のうち、納期限を１年以上経過したものの額を表

します。 

（５）回収不能見込額 普通会計△146百万円（連結会計△602百万円） 

上記の長期延滞債権のうち、回収できないと見込まれる額を資産額から控除し

ます。過去の不納欠損実績を基に、債権ごとに算出して計上しています。 

３ 流動資産 普通会計 3,113百万円（連結会計 10,655百万円） 

流動資産は、「現金預金」及び「未収金」に分類されます。 

（１）現金預金（資金） 普通会計 3,007百万円（連結会計 9,049百万円） 

流動性の高い財政調整基金及び減債基金の残高と当該年度の形式収支（歳入総

額から歳出総額を差し引いた額）に相当する歳計現金を計上します。 

（２）未収金 普通会計 107百万円（連結会計 1,576百万円） 
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市税や使用料などの未納付分のうち、納期限から１年を経過していないものの

額を表します。また、長期延滞債権と同様に回収不能見込額を計上します。 

（３）販売用不動産 普通会計なし（連結会計 117百万円） 

連結会計の 117 百万円は、土地開発公社が保有する林泉寺団地などの販売用不

動産を時価評価した額を計上しています。 

（４）その他 普通会計なし（連結会計 45百万円） 

連結会計の 45百万円は、市立病院事業会計や水道事業会計の短期国債や貯蔵品

などの額を計上しています。 

（５）回収不能見込額 普通会計△38百万円（連結会計△133百万円） 

上記の未収金のうち、回収できないと見込まれる額を資産額から控除します。 

４ 繰延勘定 普通会計なし（連結会計 173百万円） 

連結会計の 173 百万円は、市立病院事業会計における退職給与金の額を計上して

います。 

 

[負債の部] 普通会計 41,714百万円（連結会計 75,010百万円） 

負債の部は、将来において支払いや返済の必要があるもので、翌々年度以降に支払

う予定のものである「固定負債」と翌年度に支払う予定のものである「流動負債」に

分類されます。 

１ 固定負債 普通会計 37,890百万円（連結会計 67,351百万円） 

固定負債は、「地方債」、「長期未払金」、「退職手当引当金」及び「損失補償等引当

金」に分類されます。 

（１）地方債（借入金） 普通会計 32,612百万円（連結会計 52,267百万円） 

当該年度末における地方債の現在高から、翌年度に支払う予定の元金返済額（流

動負債に計上）を控除した額を計上しています。普通会計の地方債は、前年度末

に比べて 150百万円増加しました。 

（２）長期未払金 普通会計 1,153百万円（連結会計 1,926百万円） 

ＰＦＩ等の手法により整備した資産のうち物件の引渡し等を受けたものについ

て、今後の支出予定額から翌年度の支出予定額（流動負債に計上）を控除した額

を計上します。ここでの計上額は、市営住宅塩井町団地建替事業、有機エレクト

ロニクスイノベーションセンター用地取得費及び山形大学蓄電デバイス開発研究

センター用地取得費に係るものです。債務保証又は損失補償は、履行すべき額が
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確定した場合に計上するものであり、本市では該当するものがありません。 

（３）退職手当引当金 普通会計 4,126百万円（連結会計 8,056百万円） 

全職員が年度末時点で退職した場合における退職手当の総額のうち、翌年度に

支出予定の退職手当（流動負債に計上）を控除した額を計上します。普通会計に

おける計上額は 543人分の額です。 

（４）損失補償等引当金(その他引当金) 普通会計なし（連結会計なし） 

第三セクターなどの損失補償契約等に係る将来の負担で、財政健全化法の将来

負担比率の算定に用いた金額を計上するものであり、本市では該当するものがあ

りません。 

２ 流動負債 普通会計 3,824百万円（連結会計 7,659百万円） 

流動負債は、「翌年度償還予定地方債」、「短期借入金（翌年度繰上充用金）」、「未

払金」、「翌年度支払予定退職手当」及び「賞与引当金」に分類されます。 

（１）翌年度償還予定地方債 普通会計 3,324百万円（連結会計 5,292百万円） 

翌年度に支払う予定の市債（関係団体借入金）の元金償還額を計上します。 

（２）短期借入金（翌年度繰上充用金） 普通会計なし（連結会計 540百万円） 

当該年度の歳出に対して歳入が不足した場合の借入金や、翌年度の歳入を繰り

上げて当該不足額を補てんすることで、連結会計の計上額は、土地開発公社の借

入金です。 

（３）未払金 普通会計 82百万円（連結会計 885百万円） 

長期未払金と同様の支出予定額のうち、翌年度の支払い予定額を計上していま

す。 

（４）翌年度支払予定退職手当 普通会計 210百万円（連結会計 210百万円） 

翌年度に支払う予定の退職手当の額を計上しています。 

（５）賞与引当金 普通会計 207百万円（連結会計 506百万円） 

翌年度６月に支払う予定の賞与の６分の４の額を計上しています。これは、翌

年度６月の賞与の発生原因が、当該年度の１２月から３月までの４ヶ月分に係る

ものと考えるからであり、複式簿記の発生主義に基づく処理です。 

 

[純資産の部] 普通会計 69,633百万円（連結会計 101,594百万円） 

営利活動を目的としない地方公共団体では、民間企業でいう資本に当たる概念はな

いため純資産の部としたもので、「公共資産等整備国県補助金等」、「公共資産等整備一
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般財源等」、「その他一般財源等」及び「資産評価差額」に分類されます。 

なお、連結会計は、純資産の合計のみを記載しています。 

１ 公共資産等整備国県補助金等 普通会計 17,280百万円 

公共資産の財源となっている国庫支出金と県支出金の額を表します。建物等の毎

年度減価償却する資産に充てられた国県支出金は、同様に償却していきます。 

２ 公共資産等整備一般財源等 普通会計 68,680百万円 

公共資産の額から上記の公共資産等整備国県補助金等や公共資産整備のために発

行した地方債及び未払金を控除した額を計上します。公共資産の整備に充当された

一般財源等の現在価値を表しています。 

３ その他一般財源等 普通会計△ 16,492百万円 

公共資産等以外の資産から公共資産等整備財源以外の負債を差し引いた額を計上

します。上記の公共資産等整備一般財源等が公共資産等の形成のために固定化され

ているのに対して、その他一般財源等は翌年度以降に自由に使用できる財源です。 

現在の地方公共団体は、資産の形成につながらない赤字地方債である臨時財政対

策債等を発行して行政サービスを提供しています。そのため、ほとんどの地方公共

団体では、その他一般財源等がマイナス表示となります。 

４ 資産評価差額 普通会計 165百万円 

公共資産に計上されている売却可能資産の取得価格と売却可能価格との差額や、

市場価格のある有価証券の取得価格と時価との差額を計上します。 



行政コスト計算書のポイント 

 
【経常行政コスト】 

  総 額 構成比率 
生活インフラ 

国土保全 教 育 福 祉 環境衛生 産業振興 消 防 総 務 議 会 支払利息 
回収不能 

見込経常額 その他 

１ 

人件費              

退職手当引当金繰入等              

賞与引当金繰入額              

２ 

物件費              

維持補修費              

減価償却費              

３ 

社会保障給付              

補助金等              

他会計等への支出額              

他団体への 

公共資産整備補助金等 
             

４ 

支払利息              

回収不能見込計上額              

その他行政コスト              

経 常 行 政 コ ス ト              

（構成比率）              

性質別行政コスト 

目的別行政コスト 

人にかかるコスト 

物にかかるコスト 

移転支出的なコスト 

その他のコスト 

 
1

8
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○行政コスト計算書の概要 

行政コスト計算書は、資産形成につながらない行政サービスの「経常行政コスト」

と、主に行政サービス提供の対価として得られた使用料や手数料などの「経常収益」

からなり、これらを差し引いたものが「純経常行政コスト」となります。本市の普通

会計（連結会計）では、経常行政コストが 29,605 百万円（65,327 百万円）、経常収益

が 917百万円（25,518百万円）となっており、純経常行政コストは 28,687百万円（39,809

百万円）となります。この不足分については、地方税や地方交付税といった一般財源

や国県支出金等で賄うことになります。 

また、行政コスト計算書は、縦方向に見る「性質別行政コスト」と横方向で見る「目

的別行政コスト」の２つの見方ができます。（以下は普通会計の数値を解説） 

１ 性質別行政コスト 

行政コスト計算書を性質別に見ると、社会保障給付などの移転支出的なコストが

16,007百万円（54.1％）と最も多く、次いで物件費などの物にかかるコストが 8,961

百万円（30.3％）、人件費などの人にかかるコストが 4,093 百万円（13.8％）、支払

利息などのその他のコストが 544百万円（1.8％）の順となっています。 

性質別行政コストの構造 

移転支出的なコス
ト　16,007百万円
　54.1%

物にかかるコスト
　8,961百万円
　30.3%

人にかかるコスト
　4,093百万円
　13.8%

その他のコスト
　544百万円
　1.8%

 

経常行政コスト 

29,605百万円 
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さらに詳しく性質別に行政コストを見ていくと、人にかかるコストでは、人件費

が 3,937百万円（97.4％）と大部分を占め、物にかかるコストでは、物件費が 4,147

百万円（46.3％）、減価償却費が 3,003百万円（33.5％）と高い割合を占めているこ

とが分かります。移転支出的なコストでは、社会保障給付が 7,235百万円（45.2％）、

他会計等への支出額が 5,124百万円（32.0％）、補助金等が 3,367百万円（21.0％）

と高い割合を占めており、その他のコストでは、支払利息が 449 百万円（82.5％）

と大部分を占めていることが分かります。 

人にかかるコスト構造 

-2.5%

5.1%

97.4%

 

物にかかるコスト構造 

46.3%

33.5%

20.2%

 

移転支出的なコスト構造 

1.8%

45.2%
32.0%

21.0%

 

その他のコスト構造 

82.5%

17.5%

 

4,093 百万円 8,961 百万円 

16,007 百万円 544 百万円 

物件費 

減価償却費 

人件費 

賞与引当金繰入額 

       207 百万円 

3,987 百万円 

4,147 百万円 

3,003 百万円 

維持補修費 

1,811 百万円 

社会保障給付 

7,235 百万円 

補助金等 

3,367 百万円 

他会計等への 

支出額 
5,124百万円 

他団体への公共資

産整備補助金等 

281 百万円 

支払利息 

449 百万円 

回収不能見込計上額 

95 百万円 

退職手当引当金繰入等 

  △101 百万円 



 21 

２ 目的別行政コスト 

行政コスト計算書を目的別に見てみると、福祉が 12,158百万円（41.1％）と最も

多く、次いで生活インフラ・国土保全が 4,664百万円（15.7％）、教育が 4,031百万

円（13.6％）、総務が 2,791 百万円（9.4％）などとなっています。福祉は給付サー

ビスである社会保障給付の割合が高いこと（7,144百万円、58.8％）、生活インフラ・

国土保全は維持補修費（1,619百万円、34.7％）、減価償却費の割合が高いこと（1,453

百万円、31.2％）によるものです。 

 

 

目的別行政コストの構造 

生活インフラ・国土
保全　4,664百万円
　15.7%

その他
　857
百万円
　2.9%

総務
　2,791百万円
　9.4%

消防
　1,072百万円
            3.6%

産業振興
　1,379百万円
　4.7%

環境衛生
　2,653百万円
　9.0%

福祉
　12,158百万円
　41.1%

教育
　4,031百万円
　13.6%

 

 

経常行政コスト 

29,605 百万円 



純資産変動計算書のポイント 
 

 前年度ＢＳ（バランスシート）純資産                         当年度ＢＳ（バランスシート）純資産 

 
 

純資産合計 
公共資産等整備 

国県補助金等 

公共資産等整備 

一般財源等 

その他 

一般財源等 
資産評価差額 

期首純資産残高      

 純経常行政コスト      

 一般財源    
 

 

  ・・・      

 補助金等受入      

 臨時損益    
 

 

  ・・・      

 科目振替   
 

  

  ・・・      

 資産評価替えによる変動額      

 無償受贈資産受入     
 

 その他      

期末純資産残高      

 

① 

② 

③ 

④ 

2
2
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○純資産変動計算書の概要 

本市の普通会計における期首純資産残高の純資産合計は 73,129百万円で、内訳は公

共資産等整備国県補助金等が 16,620 百万円、公共資産等整備一般財源等が 72,002 百

万円、その他一般財源等が△15,656 百万円、資産評価差額が 163 百万円となっていま

す。期末純資産残高の純資産合計は 69,633百万円で、内訳は公共資産等整備国県補助

金等が 17,280 百万円、公共資産等整備一般財源等が 68,680 百万円、その他一般財源

等が△16,492百万円、資産評価差額が 165百万円となっています。平成 26年度１年間

で純資産は 3,496百万円減少しました。 

また、連結会計における純資産合計は、期首が 104,907 百万円、期末が 101,594 百

万円となり、１年間で 3,313百万円減少しました。（以下は普通会計の数値を解説） 

 

[純資産の変動要因] 

１ 純経常行政コストと財源（純資産変動計算書のポイント①） 

純経常行政コストが、経常的な財源（地方税や地方交付税等の一般財源、国や県

からの補助金等）でどの程度賄われているかが分かります。 

本市の場合は、地方税や普通交付税などの一般財源が 21,357百万円あり、国や県

からの補助金等受入のうち公共資産等整備の財源となる1,248百万円を除いた6,855

百万円と合わせると 28,212百万円の経常的な財源があり、これで純経常行政コスト

28,687百万円が賄われていることになります。 

２ 臨時損益（純資産変動計算書のポイント②） 

災害復旧事業費や公共資産の除売却に伴う損益、投資損益などの臨時的な要因に

よる純資産の変動を表しています。 

本市の場合、市立病院に対する投資損失引当金の増等による 4,229 百万円の投資

損失のほか、災害復旧事業に伴う臨時的な費用 16百万円などの純資産の変動があり

ました。 

３ 科目振替（純資産変動計算書のポイント③） 

純資産の増減を伴わない財源の移動を表します。 

（１）公共資産整備、貸付金・出資金等への財源投入 

使途を特定されていなかった一般財源等（その他一般財源等）が、公共資産整

備や貸付金・出資金等の財源として支出されたことにより、公共資産等整備のた

めの一般財源等として固定化されたことを表します。 
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平成 26年度においては、新たな公共資産の整備に 918百万円、貸付金・出資金

等に 1,436百万円の一般財源等が投入されました。 

（２）公共資産処分、貸付金・出資金等の回収等による財源増 

公共資産等整備一般財源等として固定化されていた一般財源等が、公共資産の

処分や貸付金・出資金等の回収により、使途を特定されない一般財源等に振り替

えられたことを表します。 

平成 26年度においては、公共資産の処分による財源増はありませんが、貸付金・

出資金等の回収等により 5,658百万円の一般財源等が回収されました。 

（３）減価償却による財源増 

公共資産等を整備する財源として固定化されていた国県補助金等や一般財源等

が、公共資産の減価償却に伴い使途の特定されない一般財源等となったことを表

します。 

平成 26 年度においては、3,002 百万円の減価償却費について、公共資産等整備

のための国県補助金 588 百万円と公共資産等整備のための一般財源等 2,414 百万

円がその他一般財源等に振り替えられました。 

（４）地方債償還に伴う財源振替 

公共資産等整備の財源となっている地方債を償還したことにより、それと同額

の一般財源等が公共資産等整備一般財源等として固定化されることを表します。 

平成 26年度においては、市債償還額のうち公共資産等整備のために発行した市

債償還額 2,433 百万円が、その他一般財源等から公共資産等整備一般財源等に振

り替えられました。 

以上の結果、平成 26 年度においては、公共資産等整備のための一般財源等が 3,322

百万円減少したことになります。 

４ 資産評価替えによる増減（純資産変動計算書のポイント④） 

固定資産や有価証券の評価替えにより生じた評価差額を表します。 

平成 26年度においては、売却可能資産として固定資産を評価替えしたことなどに

よる資産評価差額を計上しています。 



資金収支計算書のポイント 
 

経常的収支の部 

経常的支出 

経常的収入 

収支剰余 

 

 

 

 

公共資産整備収支の部 

公共資産整備支出 

公共資産整備収入 

収支不足 

 

投資・財務的収支の部 

投資・財務的支出 

投資・財務的収入 

収支不足 

 

穴埋めする 

公共資産整備収支の部、投

資・財務的収支の部に含ま

れないものの収支を計上 

公共資産の整備に係る支出

と、それに充てた特定財源

を計上 

投資及び出資金、貸付金な

どに係る支出と、それに充

てた特定財源を計上 

25  
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○資金収支計算書の概要 

資金収支計算書は、「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」及び「投資・財務

的収支の部」という３つの活動区分に分類されます。 

 

１ 経常的収支の部 

経常的収支の部は、経常的な行政サービスを行うための資金の増減が計上されて

おり、具体的には、人件費をはじめ、物品の購入費、施設の維持管理費、社会保障

給付である扶助費などの支出とともに、地方税や地方交付税、使用料・手数料など

の収入を計上します。一般的に経常的収支の部は黒字となり、その黒字により公共

資産整備収支の部と投資・財務的収支の部の赤字を穴埋めすることとなります。 

平成 26 年度の普通会計においては、経常的支出が 25,451 百万円あり、金額が大

きい順に、社会保障給付が 7,235百万円（28.4％）、人件費が 4,632百万円（18.2％）

などとなっています。経常的収入は 32,047百万円あり、金額の大きい順に、地方税

が 10,560百万円（33.0％）、地方交付税が 8,796百万円（27.4％）、国県補助金等が

6,660百万円（20.8％）などとなっています。この結果、経常的収支額は 6,596百万

円の黒字となっています。 

また、連結会計では、経常的支出が 60,160 百万円、経常的収入が 67,027 百万円

となり、差引経常的収支額は 6,867百万円の黒字となっています。 

 

２ 公共資産整備収支の部 

公共資産整備の部は、公共資産の整備に係る支出とその財源である収入が計上さ

れます。 

平成 26年度の普通会計においては、公共資産整備支出の合計は 4,503百万円あり、

本市が直接整備したものに係る支出が 4,166百万円（92.5％）、他団体の公共資産整

備に対する補助金等の支出が 280 百万円（6.2％）、他会計等の建設費に対する繰出

金や補助金等の支出が 57 百万円（1.3％）となっています。収入は 3,823 百万円あ

り、国県補助金等が 1,440百万円（37.7％）、地方債の発行が 2,031百万円（53.1％）、

その他の収入が 19 百万円（0.5％）となっています。この結果、公共資産整備収支

額は 680百万円の赤字となっています。 

また、連結会計では、公共資産整備支出が 6,444百万円、公共資産整備収入が 5,547

百万円となり、差引経常的収支額は 897百万円の赤字となっています。 
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３ 投資・財務的収支の部 

投資・財務的収支の部は、投資及び出資金、貸付金や基金の積立てに係る支出と

その財源である収入が計上されます。 

平成 26年度においては、投資・財務的支出は 6,773百万円あり、金額が大きい順

に、地方債の償還が 3,431 百万円（50.7％）、貸付金が 1,424 百万円（21.0％）、他

会計で地方債の償還に充てられた繰出金や補助金が 1,275 百万円（18.8％）などと

なっています。収入は 1,573百万円あり、貸付金の回収額が 1,429百万円（90.9％）

と大部分を占め、結果、投資・財務的収支額は 5,200百万円の赤字となっています。 

また、連結会計では、投資・財務的支出が 8,587百万円、投資・財務的収入が 3,030

百万円となり、差引投資・財務的収支額は 5,557百万円の赤字となっています。 

これらにより、平成 26 年度１年間で普通会計では 716 百万円の歳計現金が増加し、

平成 26年度末の歳計現金残高は 1,740百万円となりました。 

また、連結会計では 413百万円の歳計現金が増加し、平成 26年度末の歳計現金残高

は 9,049百万円となりました。 
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